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建設業の持続的な成長へ施策 
 

厚生労働省と国土交通省は平成３０年度において、引き続き、建設業の人材確保・育成の施策を連携して取り組むと 

しているが、それに伴う平成３０年度予算の概要を取りまとめた。関係施策の中では特に「人材確保」「人材育成」 

「魅力ある職場づくり」の３点を重点事項に掲げ実施するとしており、取組みについて公表した。 

 

厚労省と国交省は、他産業に比べ建設技能者の高齢化が進んでいるなか、建設業が今後持続的に成長していくには、 

若者や女性の入職・定着の促進に重点を置き、働き方改革を着実に実行して魅力ある職場環境を整備することによって 

中・長期的に人材確保・育成を進めていくことが重要な課題だとしている。 

厚労省は、建設労働者の確保や雇用の安定を図る観点から、建設業者団体や企業が人材確保・育成に取組む際の 

助成金の支給を行う等の施策を打ち出している。 

国交省は、建設業者団体や企業と連携し、就労環境の整備や人材確保・育成に向けた取組み、建設工事請負契約の 

適正化などを実施する計画である。 

さらに、両省が連携して建設業の人材確保と人材育成をサポートする構えだ。 

国交省による「人材確保」「人材育成」の取組みの概要は次の通り（一部）。 

 

人材確保 

⚫ 建設業の働き方改革の推進=11,60０万円 

 民間発注団体や建設業団体、関係府省等と連携した関係者による推進体制を構築し、 

公共工事における週休２日を前提とした適正な工期設定、施工時期の標準化、施工のＩＣＴ（情報通信技術）化 

などの取組みが民間発注工事等でも浸透するよう、実態調査や先導的モデル事業を実施する。 

 常態化している現場技術者の長時間労働の是正に向けて、ＩＣＴ技術等の進展を踏まえた現場労働時間の 

短縮・平準化に関する検討を行うとともに、これまでの効果的で優良な施工管理事例などを収集、整理し、 

講習等を通じた普及を行う。 

 建設業における女性活躍推進のため、女性の入職・定着、育休後に復職しやすい職場環境への改善等に取り 

組む企業・団体に対し専門家によるコンサルティングや講習会等を通じた課題解決のための支援を実施。 

 建設業許可や経営事項審査の手続きは、申請企業、許可行政庁双方に過大な負担となっていることから、 

書類作成等の負担を軽減し、企業・許可行政庁双方の働き方改革を実現する観点から、許可や経営事項 

審査の将来的な電子申請化に向けた調査・検討を実施する。 

 

⚫ 社会保険加入の徹底・定着=2,3００万円 

 これまでの取組みにより一定の成果が見られるものの、小規模事業者・労働者単位の加入や元請・下請間 

での法定福利費の確保といった課題に対応、さらなる社会保険加入の徹底・定着を図るための対策を実施。 

 

⚫ 専門工事企業に関する評価制度の構築に向けた検討=1,9００万円 

 人材育成等に取組み、施工能力などが高い専門工事企業が、単なる価格競争ではなく、正当に評価される 

ようにするため、専門工事企業の施工能力などを「見える化」（評価）する仕組みを構築するための調査・検討 

等を行う。 
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人材育成 

⚫ 地域建設産業における多能工化推進=6,00０万円 

 中小及び中堅建設企業の生産性を高めるためには、建設現場を担う技能者の専門技能の幅を広げることに 

よる多能工化が有効。多能工の育成のためには、複数の中小・中堅企業が連携し、それぞれの職種の専門 

性・ノウハウを持ち寄り、共有していくことが重要であり、技能者間の連携や企業間の連携を図ることで技能者 

の技能等を効率的に活用し、中小・中堅建設企業の生産性を向上させる。 

<内容> 

① モデル事業の実施＝中小・中堅建設企業で構成するグループ等による多能工育成・活用計画の策定と 

実施を支援する「多能工化モデル事業」を実施。 

② 手引の作成＝①の取組みについて、その成果や改善が必要なポイントを取りまとめ、多能工化に取り 

組む際の手法についての手引きを作成し、中小・中堅建設企業に幅広く周知・啓発。 

 

⚫ 建設業の働き方改革推進（再掲）＝11,6００万円 

① 民間発注工事等における働き方改革の推進＝国交省・民間発注団体・建設業団体等が連携し推進体制を構

築、民間発注者を対象にした先導的モデルの事業の実施を通じて「適正な工期設定等のためのガイドライン」

お普及・遵守に向けた環境を整備。 

② 建設技術者の働き方改革の推進＝特に現場技術者は長時間労働が常態化していることから、現場実務の見

直しや書類作業時間の短縮等を調査検討、優良な施工管理事例の導入の手順や効果などを周知・啓発。 

③ 建設業における女性の働き方改革の推進。 

④ 建設業許可等の電子申請化に向けた検討。 

 

⚫ 専門工事企業に関する評価制度の構築に向けた検討（再掲）＝1,9００万円 

<内容> 

① 実態調査の実施＝元請企業等による専門工事企業の選び方やそのポイント等の実態を調査。 

② 評価項目・手法等の検討・整理=有識者等からなる検討会を開催し、評価項目や手法等の検討・整理を行う。 
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